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令和元年度における情報公開制度の実施状況

１ 利用状況
令和元年度の情報公開窓口（行政情報センター、石狩を除く各（総合）振興局の行政情報

コーナー及び出先機関の情報コーナー並びに知事を除く実施機関における情報公開窓口）の
利用者数は5,077人で、実施機関別には表１のとおりです。

表１ 実施機関別利用状況 （単位：人)

２ 公文書の開示請求の状況
(1) 公文書の開示請求者数及び対象公文書数

開示請求者は2,281人、対象公文書数は6,237件であり、開示決定等の内容は表２のとおり
です。

表２ 公文書の開示請求者数及び対象公文書数 （単位：人、件）

(2) 実施機関別公文書の開示の状況
開示請求に係る実施機関別の内訳は、知事が5,510件で88.34％を占め、次いで選挙管理委

員会が403件で6.46％となっています。
開示請求の件数及び開示決定等の内容を実施機関別（知事は所管部（局）別）にみると、

表３のとおりです。
なお、開示請求及び処理状況一覧については、資料１－１に掲載しています。

来訪 郵送 電子申請 電話
公文書の
開示請求

情報提供
その他

（相談・
案内等）

知事 3,223 1,021 123 926 1,153 2,035 426 762

教育委員会 34 16 2 13 3 34 0 0

公安委員会 14 4 1 8 1 14 0 0

選挙管理委員会 75 56 15 3 1 75 0 0

監査委員 0 0 0 0 0 0 0 0

人事委員会 1 1 0 0 0 1 0 0

労働委員会 0 0 0 0 0 0 0 0

収用委員会 0 0 0 0 0 0 0 0

連合海区漁業調整委員会 0 0 0 0 0 0 0 0

海区漁業調整委員会 0 0 0 0 0 0 0 0

内水面漁場管理委員会 0 0 0 0 0 0 0 0

公営企業管理者 11 1 0 10 0 11 0 0

病院事業管理者 1 1 0 0 0 1 0 0

警察本部長 1,707 1,383 59 21 244 99 1,249 359

北 海 道 公 立 大 学 法 人 札 幌 医 科 大 学 3 1 2 0 0 3 0 0

地方独立行政法人北海 道立総合 研究機構 8 8 0 0 0 8 0 0

合計 5,077 2,492 202 981 1,402 2,281 1,675 1,121

実施機関 利用者数

内　　　　　　　　訳

利用形態 利用目的

2,281 1,128 1,153 6,237 1,697 3,465 30 5 1,027 13 0

請求人数

個人
法人その

他の団体

対象公文
書数

請求者の内訳 請求に対する開示決定等の内容 事案の
移送

開示 一部開示 非開示
存否応答

拒否
不存在

取下げ
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表３ 実施機関別公文書の開示決定等の状況 （単位：件、％）

（注）１ 存否応答拒否とは、公文書の存否を明らかにしない決定を示しています。
２ 知事の所管部（局）別内訳には、総合振興局等出先機関に係るものを含んでいます。

(3) 開示請求に係る公文書の内容
開示請求のあった主な公文書は、表４のとおりです。

表４ 請求内容別公文書上位５位 （単位：件、％）

請求内容 件数
全体に占
める割合

1 法人等の計算書類 2,434 39.03%

2 工事実施設計書等 775 12.43%

3 食品衛生法に基づく新規許可一覧等 471 7.55%

4 政治団体収支報告書添付の領収書等 402 6.45%

5 アカウンタビリティー履行命令書に関する書類 367 5.88%

5 回答及び説明責任不履行と判断するに至った基礎資料に関する書類 367 5.88%

4,816 77.22%合        計

開示 一部開示 非開示
存否応答

拒否
不存在

1,630 3,061 24 0 788 7 5,510 0 88.34% △ 5,905

総 務 部 160 617 3 0 12 1 793 0 12.71% △ 87

総 合 政 策 部 4 46 0 0 0 0 50 0 0.80% 5

環 境 生 活 部 14 156 5 0 9 0 184 0 2.95% 81

保 健 福 祉 部 498 1,947 0 0 743 2 3,190 0 51.15% △ 4,007

経 済 部 42 61 12 0 2 0 117 0 1.88% 34

農 政 部 19 47 0 0 7 0 73 0 1.17% 5

水 産 林 務 部 67 79 1 0 3 1 151 0 2.42% △ 1,731

建 設 部 812 108 3 0 12 3 938 0 15.04% △ 219

出 納 局 14 0 0 0 0 0 14 0 0.22% 14

16 136 2 0 2 0 156 0 2.50% △ 804

5 4 0 0 4 2 15 0 0.24% 10

17 168 0 0 217 1 403 0 6.46% 48

0 0 0 0 0 0 0 0 0.00% 0

3 0 0 0 0 0 3 0 0.05% 2

0 0 0 0 0 0 0 0 0.00% 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0.00% △ 5

0 0 0 0 0 0 0 0 0.00% 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0.00% 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0.00% 0

11 4 0 0 0 0 15 0 0.24% 3

1 0 0 0 0 0 1 0 0.02% △ 2

6 80 4 5 11 3 109 0 1.75% △ 5

2 1 0 0 5 0 8 0 0.13% 6

6 11 0 0 0 0 17 0 0.27% 16

1,697 3,465 30 5 1,027 13 6,237 0 100.00% △ 6,636合　　計

事案の
移送

内 水 面 漁 場 管 理 委 員 会

公 営 企 業 管 理 者

病 院 事 業 管 理 者

警 察 本 部 長

北海道公立大学法人札幌医科 大学

地方 独立 行政 法人 北海 道立 総 合 研 究 機構

監 査 委 員

人 事 委 員 会

労 働 委 員 会

収 用 委 員 会

連 合海 区漁 業調 整委 員会

海 区 漁 業 調 整 委 員 会

対前年度増
減

知　　　　　事

教 育 委 員 会

公 安 委 員 会

選 挙 管 理 委 員 会

実施機関
開示決定等の内容

取下げ
対象公文

書数
全体に占
める割合
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(4) 個人・法人等の開示請求者数等の内容
開示請求者数及び件数を、個人、法人等別にみると、表５のとおりです。

表５ 個人・法人等別の開示請求件数 （単位：人、件）

３ 情報提供の状況
(1) 刊行物等による情報提供の状況

刊行物等により情報提供を行った件数を情報分類別にみると、表６及び図１のとおりです。

表６ 刊行物等による情報提供の状況 （単位：件、％）

（注）１「行政一般」とは、国政、道政及び市町村行政に関する一般的事項並びに財政、
税務、選挙等に関するものです。

２「総合政策」とは、総合計画、地域振興、国土利用及び経済全般等に関するものです。
３ 割合については、小数点第３位を四捨五入しています。

個人・法人等の別 人　　　数 件　　　数

道内に住所を有する個人 1,038 1,421

道外に住所を有する個人 90 190

道内に事務所等を有する法人・その他の団体 684 3,527

道外に事務所等を有する法人・その他の団体 469 1,099

合　　　　　　計 2,281 6,237

分類 情報の内容 件数 割合

1 総記 24 0.39

2 行政一般 78 1.25

3 総合政策 22 0.35

4 資源・エネルギー 39 0.63

5 防災・安全 24 0.39

6 自然環境・公害 69 1.11

7 健康・医療 26 0.42

8 福祉 31 0.50

9 労働 39 0.63

10 教育 5,630 90.33

11 文化 77 1.24

12 居住環境 20 0.32

13 交通運輸 28 0.45

14 商工観光 45 0.72

15 農業 33 0.53

16 林業 21 0.34

17 水産業 27 0.43

6,233 100.00合　　計
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図１ 利用された刊行物等の情報分類の内容

(2) 有償刊行物の頒布の状況
有償刊行物の頒布状況は、道の刊行物23種類107冊を有償刊行物として指定し、頒布部数

は90部、頒布収入は５万5,172円でした。

４ 写しの交付に要する費用の収入状況
公文書の写し及び刊行物等の写しの交付に要する費用の収入金額は187万9,083円で、その

収入の内訳は、表７のとおりです。

表７ 写しの交付に要する費用の収入状況 （単位：件、枚、円）

（注) １（ ）内の数字は、郵送による写しの交付分で内数です。
２ 知事の収入は、行政情報センター（コーナー）で徴収した知事以外の実施機関に

係る写しの収入分も含んでいます。

総記

24件（0.39%）
行政一般

78件（1.25%）

総合政策

22件（0.35%）
資源･エネルギー

39件（0.63%）

防災･安全

24件（0.39%）

自然環境･公害

69件（1.11%）

健康･医療

26件（0.42%）

福祉

31件（0.50%）

教育

5.630件（90.33%）

労働

39件（0.63%）

文化

77件（1.24%）

居住環境

20件（0.32%）

交通運輸

28件(0.45%）

商工観光

45件（0.72%）

農業

33件（0.53%）

林業

21件（0.34%）

水産業

27件（0.43%）

合 計
6,233件

件数 枚数 金額 件数 枚数 金額 件数 枚数 金額

1,375 117,390 1,267,151 6,063 24,040 279,180 7,438 141,430 1,546,331

(672) (54,283) (641,401) (3,683) (14,320) (178,730) (4,355) (68,603) (820,131)

0 0 0 0 0 0 0 0 0

(0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0)

6 160 1,600 0 0 0 6 160 1,600

(0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0)

4 5,376 54,200 0 0 0 4 5,376 54,200

(1) (197) (2,410) (0) (0) (0) (1) (197) (2,410)

88 5,733 61,030 352 20,762 210,676 440 26,495 271,706

(6) (323) (6,930) (10) (409) (7,126) (16) (732) (14,056)

4 16 336 0 0 0 4 16 336

(2) (0) (176) (0) (0) (0) (2) (0) (176)

17 491 4,910 0 0 0 17 491 4,910

(0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0)

1,494 129,166 1,389,227 6,415 44,802 489,856 7,909 173,968 1,879,083

(681) (54,803) (650,917) (3,693) (14,729) (185,856) (4,374) (69,532) (836,773)
合 計

教 育 委 員 会

公 安 委 員 会

選 挙 管 理 委 員 会

警 察 本 部 長

地方独立行政法人

北海道総合研究機構

北海道公立大学法人

札 幌 医 科 大 学

公文書開示請求 刊行物等の情報提供 計

知 事

実施機関

利用区分
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５ 出資法人等情報公開の申出
出資法人等に対する情報公開の申出はありませんでした。

６ 指定管理者情報公開の申出
指定管理者に対する情報公開の申出はありませんでした。

７ 審査請求の状況
行政不服審査法（昭和37年法律第160号）の規定に基づく公文書の一部開示又は非開示等の

決定及び公文書の不存在通知等に対する審査請求の状況及び裁決状況は、表８のとおりです。

表８ 審査請求の状況 （単位：人、件）

審査請求に対する実施機関の裁決状況 （単位：件）

（注）１ 平成30年度以前の数値は、平成30年度末において未答申であった平成30年度以前に
なされた審査請求を表しています。

２ 審査請求人数は、実人数である。ただし、「令和元年度」と「平成30年度以前」で
２名の重複があります。

３ 審議中とは、令和元年度末において未答申であった審査請求をいいます。

８ 北海道情報公開・個人情報保護審査会の構成及び開催状況
令和元年度における審査会は、全体会が３回、第一部会が７回、第二部会が８回、第三部会

が７回、第四部会が２回開催されました。
なお、審査会及び各部会の審議内容については、資料１－３に、審査会の答申については、

資料１－４にそれぞれ掲載しています。

原処分

妥  当

一　部

妥　当

妥　当

でない
計

令和元年度 8 518 518 0 0 0 512 0 0 512 6

平成30年度以前 4 290 290 0 0 0 289 1 0 290 0

計 10 808 808 0 0 0 801 1 0 802 6

審査会の答申

審議中審査会に

諮　　問

審査会に

未 諮 問
却下 取下げ

審査請求

年　　度

審査請求
人  数

審査請求
件　数

認　容
一部認容

一部棄却
棄　却

一部却下

一部棄却
未裁決

令和元年度 512 0 0 510 0 2

平成30年度以前 290 0 1 289 0 0

計 802 0 1 799 0 2

審査請求

年　　度

答　申

件　数
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北海道情報公開・個人情報保護審査会委員の任命
・平成29年５月25日から令和元年５月24日まで

氏 名 役 職 名 備 考

安藤 誠悟 弁護士 会長

市毛 智子 弁護士 第一部会

小倉 一志 小樽商科大学商学部企業法学科教授 第一部会

片桐 由喜 小樽商科大学商学部企業法学科教授 副会長、第二部会長

上机 美穂 札幌大学地域共創学群法学専攻教授 第四部会

見野 彰信 弁護士 第一部会長

小谷 大介 弁護士 第二部会

嶋田 健 元(株)テレビ北海道専務取締役 第二部会

白井 芳明 東日本電信電話(株)北海道事業部ビジネスイノベー 第四部会

ション部カスタマーリレーショングループ長

髙井 昌彰 北海道大学情報基盤センター教授 第四部会長

丸尾 正美 弁護士 第三部会長

米田 雅宏 北海道大学大学院法学研究科教授 第三部会

渡辺麻里衣 弁護士 第三部会

・令和元年５月25日から令和３年５月24日まで
氏 名 役 職 名 備 考

磯部 真士 弁護士 第二部会

市毛 智子 弁護士 第三部会長

小倉 一志 小樽商科大学商学部企業法学科教授 第一部会

片桐 由喜 小樽商科大学商学部企業法学科教授 副会長、第二部会長

上机 美穂 札幌大学地域共創学群法学専攻教授 第四部会

見野 彰信 弁護士 第一部会長

小谷 大介 弁護士 第三部会

嶋田 健 元(株)テレビ北海道専務取締役 第二部会

白井 芳明 東日本電信電話(株)北海道事業部ビジネスイノベー 第四部会

ション部カスタマーリレーショングループ長

髙井 昌彰 北海道大学情報基盤センター教授 第四部会長

丸尾 正美 弁護士 会長

米田 雅宏 北海道大学大学院法学研究科教授 第三部会

渡辺麻里衣 弁護士 第一部会


